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アニメ制作のウェッジホールディングス（ＨＣＧ 2388）は、中古車輸出のアップルインターナショナル（マザーズ 2788）と資本・業務提携を
行う基本合意に至ったと発表。アップルインターナショナルは第三割当増資を引き受け、ウェッジホールディングス株式約５％を取得する。今後両社は
東南アジアで展開するファイナンス事業の収益性拡大を図る。
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３月８日（月）

医薬品の東邦ホールディングス（東１ 8129）は、共に大阪で調剤薬局を経営する青葉堂（非上場）・厚生（非上場）をそれぞれ対象会社として、
株式交換を行い、両社を完全子会社化すると発表。株式交換比率はそれぞれ１：12,276、１：3,888。東邦ホールディングスは地域薬局の連携・支
援を目的とする。青葉堂・厚生は東邦ホールディングスの経営支援を積極的に活用し、薬局機能強化を図る。

３月12日（金）

石油元売り大手のコスモ石油（東１ 5007）は、完全子会社で総合商社のコスモトレードアンドサービス（非上場）の株式41％強を、保険代理業の
共立（非上場）に譲渡し、保険業務における業務提携を行うと発表。コスモトレードアンドサービスは共立より保険契約締結に関するノウハウ・アドバ
イスを受け、更なる収益の拡大を図る。

ＣＤ・ＤＶＤレンタル大手のカルチュア・コンビニエンス・クラブ（東１ 4756）は、同じくＣＤ・ＤＶＤレンタルを扱う完全子会社のすみや（非
上場）より、すみやの運営する16店舗及び不動産賃貸事業を譲り受けると発表。グループの経営資源集中化による経営効率の向上、顧客対応の充実を
図る。なお、すみやの今後は解散・清算を含め検討中。

３月９日（火）

３月10日（水）

３月11日（木）
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ＬＰガスのミツウロコ（東１ 8131）は、同じくＬＰガスを扱う完全子会社である大泉ガス（非上場）を吸収合併すると発表。両社は全体最適化の
観点から、経営資源の集中と組織の効率化を図る。効力発効日は2010年５月１日を予定。
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臨時報告書提出について（株主総会議決権行使結果）

株式会社エスネットワークス

金融庁は、 2010年２月に「企業内容等の開示に関する内閣府令」（案）を発表し、以下事項の開示を義務付けることを提案。本案では、
株主総会で議決権行使の結果について臨時報告書の提出が義務付けられている。
http://www.fsa.go.jp/news/21/sonota/20100212-2.html

今回の改訂案においては、臨時報告書の提出が以下の要領で求められる。

【対象者】 有価証券報告書の提出義務のある会社

【条件】 株主総会において議決権行使がなされた場合

【記載内容】 １．当該株主総会が開催された年月日
２．当該決議事項の内容
３．当該決議事項に対する賛成・反対・棄権の意思表示に係る議決権の数、

及び当該決議事項が可決されるための要件、並びに当該決議の結果

【提出先】 財務局長等

【提出期限】 当該株主総会決議後、遅滞なく提出

施行時期
2010年3月31日に終了する事業年度に係る有価証券報告書等からの適用を予定。

ショートコメント
●株主総会後は必然的に臨時報告書の提出が求められることになり、各社での負担増が見込まれる。
●2010年３月31日に終了する事業年度に係る有価証券報告書等からの適用となるため、早期準備が必要となる。


